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（表紙に掲載した写真はすべて 2019 年度に開催した行事のものです）  

早稲田大学比較法研究所 

  WASEDA University Institute of Comparative Law  2021 Activities Report 



2 

目 次 

 

所長挨拶 １ 

全所的研究プロジェクト ２ 

共同研究プロジェクト ９ 

学術交流 １１ 

研究情報発信 １２ 

比較法研究所叢書バックナンバー １３ 

シンポジウム・講演会 １５ 

学際連携 １９ 

運営体制 2１ 

構成員（2021年11月1日現在） ２２ 

兼任研究所員 ２２ 

招聘研究員 ２４ 

助手 ２８ 

 



1 

      所長挨拶                                     
 

比較法研究所にようこそ 

第 21 代所長 岡田 正則（所長期間：2020 年 9 月～  ） 

 

 早稲田大学比較法研究所は 1958 年に設立されました。当初の目的は、日本及び諸外国の

法制度の比較研究を行い、日本の法学研究及び法学教育に貢献することでした。爾来、日本・

諸外国の法制度資料の体系的な収集整備に努め、法令、判例及び法律関係雑誌の蓄積は、

日本国内屈指の規模を誇っています。しかし、日本の経済社会の発展と日本固有の法制度の

展開に伴い、今日では、欧米各国やアジア諸国への日本の法制度の発信や日本から世界に対

して普遍的意味を持つ現代の法律学の重要課題の問いかけも目的とするようになりました。 

 比較法研究所には現在 110 余名の兼任研究所員がおり、いずれも早稲田大学の専任教員です。また招聘研究員として学

外の研究者を招いており、その数は150 余名に及びます。さらに、中国社会科学院法学研究所、清華大学法学院、メルボルン

大学比較法国際法研究所、デューク大学ロースクール、マックス・プランク外国・国際刑法研究所、韓国法制研究院、ユニバー

シティ・カレッジ・ロンドン（UCL）と箇所間協定を締結し、交換研究員を受け入れています。その他にも、早稲田大学国際部国

際課などを通じて、訪問学者、外国人研究員等を受け入れています。 

比較法研究所の活動には、個別、共同、全体の三種類があります。 

１）個別の活動としては、月に 2 回程度の頻度で、各法分野の最先端で活躍する全世界の法学研究者を招いての公開講演

会などを開催しています。また学界の第一線で活動する個々の研究所員が、日本の最新立法・重要判例の紹介や学界の最新

動向などを海外へ発信するために、年刊の英文雑誌『Waseda Bulletin of Comparative Law』やオンラインに随時公刊す

る Topics of Japanese Law（日本法トピックス）を執筆しています。 

２）共同の活動としては、現在 24 件の共同研究プロジェクトが行われ、兼任研究所員及び招聘研究員による活発な比較法

研究が行われています。 

３）全体の活動としては、全所的研究プロジェクト「持続可能社会への転換期における法と法律学の役割～アジア・リージョナル

法を展望して」を 2013 年から継続し、その成果として、2020 年 8 月に中村民雄編『持続可能な世界への法──Law and 

Sustainability の推進──』を刊行しました。この研究は、近代以降の国家と人々が絶え間ない経済成長を不可欠の前提と

して社会生活を営んできた結果、自然資源の枯渇や地球環境の破壊を早め、生産と労働の過剰が生じたことを反省し、将来

世代も視野に入れた持続可能社会への転換を図り、経済・社会・環境の三つの要素のバランスを取りつつ調整するための法と法

律学の役割を考察するものです。国家を超えて広がる経済活動のもたらす諸問題への有効な対処は各国単位、マクロ地域単

位、そしてグローバル単位のそれぞれの法を構想し、相互に補完させる体系的思想を要請しています。もっとも研究が欠けている

のが各国とグローバルの中間にたつマクロ地域単位の法の構想ですので、引き続き、ヨーロッパの EU の経験などを参考にしつつ、

アジア・マクロ地域単位の法を構想する研究を推進していきたいと考えています。 

こうした比較法研究所の様々の研究成果は、紙媒体においては、『比較法学』『比較法研究所叢書』『Waseda Bulletin of 

Comparative Law』として定期的に刊行されています。オンラインにおいては、「Topics of Japanese Law」のほか、2016 年

より、新たに「比研オンライン・ジャーナル」「比研オンライン・フォーラム」も随時刊行することになりました。 

比較法研究所は、各種の研究活動を通じて、世界各国の法学研究者と日本の法学及び法学研究者を結びつけるフォーラムと

なることをめざし、世界に向けて研究交流に大きく扉を開いています。世界中の研究者の方々からの積極的なアプローチを歓迎い

たします。 
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      全所的研究プロジェクト                              

 

   

先端技術と法（2019 年度～） 
 

 全所的研究教育プロジェクト「先端技術と法」は、2018 年度に理工学術院と連携して研究会として開始した「AI/ロボットと法」

を発展させる形で 2019 年度より本格的に活動を開始しました。 

 現在は技術的側面のみが注目されている先端技術ですが、必ずしも技術の進歩に法制度が追い付いているとは言えない状況

です。このプロジェクトでは、先端技術を社会に導入する際に、解決しておくべき法学的課題、整備すべき法制度等について、理

工学と法学の双方の視点から検討を加えていきます。 

 2019 年度には、まず東京においてシンポジウム「AI・IT をめぐる法の現状と課題；民法・刑事法・手続法・金融法の観点から」

を開催し、続いて北京において「新技術と法」と題する中国社会科学院法学研究所との国際シンポジウムを開催し、新技術につ

いて日中の法学者が民法的視点（自動運転技術、自動運転事故と法）、商法的視点（仮想通貨、フィンテックと法）、刑

法的視点（AI の開発・利用・運用と法）、訴訟法的視点（司法・裁判と IT 化）から課題を取り上げて、議論を深めました。

そして 2020 年度は、東京で「新技術と法」の第２弾を開催する予定で準備を進めていましたが、世界的な新型コロナウイルス

感染症の感染拡大により、開催を 2021 年度に延期することになりました。 

 その 2021 年度も当初対面開催として準備を行っていましたが、依然収まらない感染状況のためオンラインにより開催することと

なりました。とはいえ、「AI と労働法」、「AI・インターネットと著作権」、「暗号資産の金融法的規制」、「プラットフォーム企業の競

争法的規制」、「AI と刑事責任主体」の５つのセッションを設け、活発な議論を行うことができました。 

 

 研究者間の交流の再活性化と研究のさらなる深化のために、新型コロナウイルス感染症の一日も早い収束を願います。 

 

 

開催実績 

種別 題名 開催日／場所 報告者 

シンポジウム AI・IT をめぐる法の現状と課

題；民法・刑事法・手続法・

金融法の観点から 

2019 年 8 月 2 日 

早稲田大学（東京） 

山口 斉昭（研究所員、法学学術院教授） 

遠藤 聡太（研究所員、法学学術院准教授） 

内田 義厚（研究所員、法学学術院教授） 

黒沼 悦郎（研究所員、法学学術院教授） 

シンポジウム 新技術と法 2019 年 9 月 4日 

中国社会科学院法学

研究所（北京市） 

＜日本側＞ 

 黒沼 悦郎（研究所員、法学学術院教授） 

 山口 斉昭（研究所員、法学学術院教授） 

 遠藤 聡太（研究所員、法学学術院准教授） 

 内田 義厚（研究所員、法学学術院教授） 

＜中国側＞ 

 趙 塁  （中国社会科学院法学研究所研究員） 

 高 丝敏 （清華大学法学院准教授） 

 劉 仁文 （中国社会科学院法学研究所研究員） 

 江 溯  （北京大学法学院准教授） 

 馮 珏  （中国社会科学院法学研究所副研究員） 

 熊 丙万 （中国人民大学法学院准教授） 

 呂 艶濱 （中国社会科学院法学研究所研究員） 

 楊 延超 （中国社会科学院法学研究所副研究員） 

シンポジウム 新技術と法 II 2021 年 9 月 17 日 

Zoomウェビナー 

＜日本側＞ 

 大木 正俊（研究所員、法学学術院教授） 

 上野 達弘（研究所員、法学学術院教授） 

 久保田 隆（研究所員、法学学術院教授） 

 土田 和博（研究所員、法学学術院教授） 

＜中国側＞ 

 王 天玉（中国社会科学院法学研究所副研究員） 

 楊 延超（中国社会科学院法学研究所研究員） 

 金 善明（中国社会科学院法学研究所副研究員） 

 王 威駟（KDDI 総合研究所研究員） 

 劉 仁文（中国社会科学院法学研究所研究員） 
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（比較法研究所ウェブサイトより） 

中国社会科学院法学研究所／早稲田大学比較法研究所 

日中共同シンポジウム 2021「新技術と法Ⅱ」開催報告 

2021 年 9 月 17 日、早稲田大学比較法研究所と中国社会科学院法学研究所は、オンライン・シンポジウム「新技術と法Ⅱ」を共同で

開催しました。 

このシンポジウムは、2019 年 9 月に中国社会科学院法学研究所が主催者として開催した共同シンポジウム「新技術と法」の第二弾にな

ります。前回は、日中の法学者が新技術をめぐる法的課題について、とりわけ民法的視点（自動運転技術、自動運転事故と法）や商法

的視点（仮想通貨、フィンテックと法）、刑法的視点（AI の開発・利用・運用と法）、訴訟法的視点（司法・裁判と IT 化）に焦点を

当てた報告と討論を行いました。今回の第二弾では、早稲田大学比較法研究所が主催者となり、黒沼悦郎教授を中心として労働法的

視点、知的財産法的視点、金融法的視点、競争法的視点、そして再度刑法的視点に焦点を当てて、AI や暗号資産、デジタル・プラット

フォーム企業をめぐる法的問題について議論しました。 

最初に、岡田正則・早稲田大学比較法研究所所長が開会の辞と挨拶を述べ、続いて、莫紀宏・中国社会科学院法学研究所所長が

挨拶をしました。その中で、今回の共同シンポジウムは、先端技術の発展が世界に大きな影響をもたらし、解決されるべき法的・政治的諸

問題が山積する中で、非常に意義深いものであること、また、早稲田大学比較法研究所と中国社会科学院法学研究所との長年の友好

を振り返り、コロナ禍を乗り越えて再び対面できる日が来ることへの期待が述べられました。 

 

●セッション１ AI と労働法 

 

■司会 岡田正則・早稲田大学比較法研究所所長 

 

 

 

 

 

 

■報告１ 「プラットフォームと労働――デジタル時代の労働変革と法律対応」 

 王天玉（中国社会科学院副研究員） 

王副研究員（中国社会科学院法学研究所）は、コロナ禍の中で拡大したフード・デリバリー取引の

プラットフォーム企業と、そのプラットフォームを利用する配達員との関係を、労働法の枠組みでどのよう

に取扱うかを検討しました。 

こうした職では、配達員は労働時間を自身で調整することで柔軟に収入を得ることが可能であると言

われるものの、実際には低収入の長時間労働をせざるを得ず、そのため両者の関係は昨今、巨大な

プラットフォーム企業による配達員の搾取ではないかと疑問視されていますが、中国の労働法の既存の

枠組みでは、両者の関係は（一部の例外を除いて）労使関係とは認められていません。そこで王副

研究員は、英国や米国カリフォルニア州の事例を参考にしつつ、労働法の既存の枠組みを組み替える

ことで配達員の権利を適切に保護するための仕組みを探るとともに、両者の関係を「不完全労働関係」として規律することを模索している中

国の最近の動向を紹介しました。 

 

■報告２「HR テックにおける AI活用の法的問題――特に採用の場面を中心に」 

 大木正俊（早稲田大学教授） 

大木教授（早稲田大学法学部）は、近年日本で、AI を用いて人事データ分析を

行う HR テック（Human Resource Technology）の利用が拡大していることに

注目しつつ、とりわけ求職者の採用の局面に注目して、労務管理における情報技術

利用を規律する適切な法的枠組みのあり方を検討しました。一般的に日本の雇用

慣行は（社会学的に見るなら）ジョブ型ではなくメンバーシップ型、つまり、採用時に

具体的な職務内容を明瞭に特定しその範囲内で労働するという形態ではなく、企業

内のしばしば頻繁になされる配置転換の過程でその時々に具体化される職務内容

を遂行するという形態であり、それゆえ、採用の際に用いられる基準は、具体的な職務に関連するスキルの有無よりも、求職者の潜在能力

の高さや企業風土とのマッチングの度合いという曖昧なものになる傾向があることを指摘しました。日本のこうした雇用慣行を前提とするな

https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2021/11/5cbb60d7bd644921f00ff0638bc40484-e1635731840809.png
https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2021/11/6f2c07f23d6c8de06e65714736674e1f-e1635733604507.png
https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2021/11/e69caa2b27c70ed58aa50dea6791b130-e1635732336524.jpg
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ら、HR テックは、求職者の採用や人事配置における選抜基準の曖昧さを排除するために用いることを可能にするようなポジティブな側面を

持つ一方で、AI が現在働く労働者の特性を学習することによって日本的雇用慣行が含み込んでいる負の側面を選抜基準に組込むような

ネガティブな側面を持ちます。そこで大木教授は、HR テックによって不当な決定が行われた際にそれに対して労働法がいかに対処するかを

検討し、日本の労働法は（個人情報やデータの保護に関する規制を例外として）企業の採用の自由を規律する法的規制が脆弱である

ため対応が必要であること、また HR テックで用いられる AI のアルゴリズムの透明性や関係者の説明責任を意識した法的規制が必要である

ことを今後の課題として指摘しました。 

 

■質疑 

周輝副研究員（中国社会科学院）のコメントとそれに対するリプライから、以下の議論が行われました。 

Q： 王副研究員の報告について、特にプラットフォーム経済においては短時間で効率的にサービスを得ようとしている消費者の利益につい

ても議論すべきではないか。 

A： 配達員に収入や休憩時間を確保させようとする措置が、消費者のそうした利益と対立することによりフード・デリバリー・サービスの需要

が減少してしまうとすると、結果的に配達員保護の措置によるコスト増を配達員が負担することになり得る。この点については議論する必

要がある。 

Q： 大木教授の報告について、使用者に対して弱い立場にある労働者・求職者は、HR テックで用いられる AI の不当性をどのように見抜

くことができるか検討しなければならないのではないか。 

A： 個別の労働者・求職者が AI やアルゴリズムに関する知識を持っていることは期待できない。労働者団体による関与を強めることで対

処すべきではないか。 

 

●セッション２ AI・インターネットと著作権 

 

■司会 岡田正則・早稲田大学比較法研究所所長 

 

■報告１ 「AI と著作権」 

 上野達弘（早稲田大学教授） 

上野教授（早稲田大学大学院法務研究科）は、AI が作品を生み出すという営為に

ついて、①特に著作権上の保護を受けている作品を機械学習に使うことは許されるか、

②AI によって生み出された作品は著作権法上の保護を受けるべきか、という２つの点に

着目して検討を行いました。 

第一の点について、日本では情報解析目的であればいかなる著作物の利用も許可され

ており、比較的強い規制を持っている欧州とは対照的であることを指摘しました。その上

で、著作権は著作物のアイデアやスタイル、作風を保護するものではないとして、日本法

の方が優れていると結論付けました。いっぽう、第二の点については、日本においても古くから議論が重ねられてきた論点であるにもかかわらず

何ら法改正に結びついていないと指摘しました。そして、英国での同様の論争を紹介しつつ、AI が自律的に生成した創作物の取扱いをめぐ

る法的諸問題について、日本が諸外国の事例に学ぶ必要があることを指摘しました。 

 

■報告２ 「人工知能と知的財産権」 

 楊延超（中国社会科学院研究員） 

楊研究員（中国社会科学院法学研究所）は、AI による作品の創出という現象が著作権法

のこれまでの枠組みを大きく揺らがせているという現状認識を出発点として、とりわけ AI の創造

力をいかに理解すべきかという理論的問題に着目しながら、AI 生成物は著作権法上の保護を

受ける著作物として理解されるべきか、そうであるなら、それに対する権利は誰に与えられるべき

かについて検討しました。楊研究員はまず、AI の創造力に関する実験を参照し、その創造力を

認めるべきであると議論しました。その上で、AI が最終的にどのような作品を作り出すかについて

は不確実性があることを根拠として、AI 開発者ではなく、AI そのもの、すなわちヴァーチャルな主

体に著作権を帰属させるべきではないかと提案しました。 

 

■質疑 

セッション２の報告に対して、以下のような質疑が行われました。 

Q： 2018 年、日本の知的財産法の 47 条但書きが改正された趣旨を教えてほしい。 

A： 2018 年の改正により、情報解析に関する規定は 30 条へと移った。これにあたって、47 条但書きは情報解析のみならず、一般的な

https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2021/11/b992c3f3ac190d6b966022beb429db77.png
https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2021/11/865c820f8dafa6b27f59c5f88dc00f62.jpg
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規定となった。この際、付帯決議において、従来法的に許容されていた行為については引き続き許容されるという旨が書かれた。実際に

は現行法上の 47 条但書きはあまり適用されないのではないかと理解されている。 

 

この他、日本も中国も著作権法を外国から取り込んだ点で似たような問題があるのではないかという点や、AI が作り出す作品にオリジナリテ

ィ――すなわち人の思想や意思の表明であり、これは新しさという意味での創造性とは異なる――に関する理解の仕方などについて質問が

出されましたが、時間的な制約もあり今後の課題とされました。 

 

●セッション３ 暗号資産の金融法的規制 

 

■司会 大橋麻也・早稲田大学比較法研究所幹事 

 

 

 

 

 

■報告 「デジタル通貨の有体性と通貨主権」 

 久保田隆（早稲田大学教授） 

久保田隆教授（早稲田大学大学院大学院法務研究科）は、デジタル通貨の有体性と

通貨主権について考察しました。 

まず、中央銀行デジタル通貨（CBDC）の定義や分類、開発状況、電子マネー・仮想通

貨・CBDC の区別を紹介した上、特に「物」の定義を巡る、現行の民法・憲法における問

題点を提示しました。さらに、国連憲章、主要国中央銀行によるジョイント・レポートなどを

紹介し、CBDC の発行により、弱小国が貨幣主権を失うことと、外貨の無断発行につなが

る恐れを指摘しました。久保田教授は続いて、各国法におけるデジタル通貨に関する所有

権の対象該当性や、通貨主権をいかに守るかについて検討・提言し、最後に金融学会に

おける議論を紹介しました。 

 

■コメント 

 趙磊（中国社会科学院研究員） 

趙磊研究員（中国社会科学院法学研究所）は、デジタル通貨が所有権の対象になりうるか

について、中国でも盛んに議論されているが、そうした細部にこだわることはもはや時代遅れであり

実益性に乏しいと述べました。 

さらに中国の中央銀行デジタル通貨を、単なる貨幣にとどまらず、支払いの手段、すなわちデジタ

ル通貨電子決済（DCEP）として議論、推進されていることを紹介しました。特に DCEP の性質

について、DCEP は必ずしもブロックチェーンに依存するわけではなく、二元体系で流通・発行して

おり、中央銀行と商業銀行の両方に通じていることを特徴として挙げました。 

また、中国では幅広く利用されている電子決済技術やビットコインと DCEP の関係が次の課題に

なるが、これに対して趙研究員は、DCEP はビットコインなどの代替とはなり得ないと指摘しました。 

 

■質疑 

セッション３の報告に対して、以下のような質疑が行われました。 

Q：デジタル通貨にも営業秘密や知的財産権のように財産権を与える、あるいは金銭に関する規定を類似適用すれば十分ではないか。 

A：財産権で十分という提案は他にもなされているが、財産権と結論付けるだけで問題がすべて解決されるわけでもなく、救済にも直接つ

ながらない。趙研究員がコメントしたとおり、今の時代は有体物や無体物にこだわる必要はなく、新たなデジタル資産法制を構築するの

が良いと思われる。法律の大原則から考えても、類推をたやすく認めることは非常に不健全で、財産権を与えるのであれば、中国の規

程に倣って民法 85 条を改正すべきではないか。 

 

●セッション４ プラットフォーム企業の競争法的規制 

 

https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2021/11/5bbfbd8d06dbdae07411e88bdcce2c3e-e1635741399125.png
https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2021/11/cc4cd65cd650dfdf5c3ff60c8e877487.jpg
https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2021/11/6e84dc5afcf7759aaa2d2d1c6e0b7cb3.png
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■司会 大橋麻也・早稲田大学比較法研究所幹事 

 

■報告１ 「中国プラットフォーム経済における反独占監督管理の実践：挑戦と対応」 

 金善明（中国社会科学院副研究員） 

報告１では、金善明副研究員（中国社会科学院法学研究所）が、まず中国の独占禁止法が

プラットフォーム経済にも適用すべき理由について述べました。中国現行の反壟断法は 2007 年に

制定されたものであるため、専らプラットフォームを規制するような条文がなかったが、それはプラットフォ

ームに対する反壟断法の適用を排除する意味ではないとの指摘をしました。また、中国では反壟断

法改正の意見募集稿やプラットフォーム経済反壟断指南の意見募集稿が公表され、プラットフォー

ム規制を加速させていると述べました。 

さらに、実際参加したプロジェクトの経験に基づいて、プラットフォーム規制について「調査、証拠収集

の困難性」、「経済的分析の信憑性」及び「反壟断法規定の原則性」といった三つの課題を考察し

た上、対策として「市場競争状況評価の強化」、「経済分析の水準の向上」及び「プラットフォーム

規則の構築における執行レベルのガイダンスによる対応」の３点を提言しました。 

 

■報告２ 「日本における独占禁止法と『補完』立法によるデジタル・プラットフォーム『規制』」 

 土田和博（早稲田大学教授） 

報告２では、土田和博教授（早稲田大学法学部）から、アメリカ、欧州（EU）、日本のデジ

タル・プラットフォーム規制の特徴を執行・非執行の場面に分けて考察し、日本の規制の特徴に

ついて、報告書が多く、法執行を敬遠しているきらいがあるが、他方競争唱導になる可能性もあ

り、不正競争行為を未然防止できるというメリットがあるとの指摘がありました。 

続いて、消費者優越ガイドライン、企業結合ガイドライン及び特定デジタル・プラットフォーム透明

化法について、外国における関連規定、裁判例との比較を交えた紹介があり、最後に、日本にお

けるデジタル・プラットフォーム規律の特徴を要約した上、公取委としては独禁法の適用を自らの

判断により行うべきとし、ソフトロー的手法も活用すべきであるとの指摘がありました。 

 

■報告３ 「プラットフォーム企業の競争法的規制：EU における規制」 

 王威駟（KDDI 総合研究所研究員） 

報告３では、王威駟研究員（KDDI 総合研究所）がまず欧州プラットフォーム規制の特徴、特にそ

の中の構造上の問題の紹介がありました。次に、欧州（EU）のデジタル市場法案（DMA）につい

て解説し、プラットフォーム規制は、世界各国によって形態は違うものの重要視されていることが述べら

れました。 

また、日本、アメリカ、中国との比較考察を通じて、欧州（EU）型アプローチの特徴として、関連市

場の確定や市場支配地位認定作業を不要とすることで迅速かつ的確な規制を目標とする一方、規

制効率の向上と法的安定性のバランスが課題であると指摘しました。最後に、プラットフォーム規制に

ついて、単純な法学研究や競争法による規制には限界があること、また規制当局自身のデジタル化

も必要であることから、DMA はむしろ当局のデジタル化が実現するまでの時間稼ぎではないかとの指摘がありました。 

 

■質疑 

セッション４の各報告に対して、以下のような質疑が行われました。 

Q：証拠収集の困難性の話について、中国では今、データローカライゼーションを進めているとの報道があった。そのため、企業のサーバーは

基本的に中国国内に設置されていると思われるが、なぜ証拠収集は難しいのか。また、アリババ集団を分割するような動きがあるという

報道は確かか。 

A：確かにデータセキュリティ法にはデータローカライゼーションに関する規定があるが、データの提供に対して企業が拒絶、または自分に有利

なデータのみ提供する場合がある。収集したデータの信頼性の問題が大きい。アリババ集団の分割に関しては、今までの調査などにおい

てそういう結論には至っていない。確かに、人民銀行の支払条例意見募集稿には、金融部門は一定の市場シェアを占めるインターネッ

ト金融事業者を分割できるという規定が設けられているが、現在は中国も慎重な態度をとっている。 

Q：日本の透明化法に関連するが、アルゴリズムの透明化評価をどうすればいいのか。個人情報の話に関して、今では一般ユーザーが個人

情報を提供しないと、サービスを受けることができないのが現状である。個人情報の保護と企業の発展のバランスについてお考えを伺いた

い。 

A：難しい問題で即答できないが、一つ目の質問について、技術専門家に頼んで、インプットされたデータに偏りがあるかどうか、アルゴリズム

https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2021/11/fd8b525aa9081b973021aa40869aed4c.png
https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2021/11/f1e809133cf5c675d9655f8f5ae15e4e.png
https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2021/11/6426776f7236040a560960aa0d46e4c5.png
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の中身も含めて検討する必要があると思われる。二つ目の質問に関しては、世界を見ると、欧州（EU）の一般データ保護規則

（GDPR）というプライバシーにかなり手厚い制度と、APEC の越境プライバシールール（CBPR）という、データの利活用を重視する制

度がある。バランスのとり方としては、二つの制度を検討しながら、国の状況に合わせる道を探すということになると思う。 

 

●セッション５ AI と刑事責任主体 

 

■司会 大橋麻也・早稲田大学比較法研究所幹事 

 

■報告 「ビックデータの刑法上の保護の限界－公開データを強引にクローリングするという視点から」 

 劉仁文（中国社会科学院研究員） 

劉仁文研究員（中国社会科学院法学研究所）は、両機構の提携関係を高く評価し、続

いて、クローリングの技術背景の紹介とクローリング行為を無罪と判断するべき理由について述

べました。また、法律家は技術を十分理解できていないことが多く、刑法を容易に適用する傾

向があることを指摘しました。そして、中国とアメリカの司法実務を考察しつつ、コンピューターシ

ステム違法侵入罪において、「侵入」を文言だけで解釈することは不合理な状況につながり、刑

法の適用が不正に拡大される恐れがあるとの指摘をしました。結論として、クローリングは安全

保護措置を突破していない場合、その行為を有罪と判断することはできないと分析しました。こ

の問題を完全に解決するためには、やはり実質的な技術的解釈を取り、明確かつ実用的な基準を定めることが必要と述べた上、法益・イン

ターネットのオープン性・競争と経済発展も考慮に入れるべきと提言しました。 

 

■コメント 

 遠藤聡太（早稲田大学准教授） 

遠藤聡太准教授（早稲田大学大学院法務研究科）は、劉研究員の結論は日本の学界でも

多数説であるとした上で、あえて反論を唱えるとすれば、「法益」に関して、インターネットに公開され

たデータといっても、秘密性が一概に否定できないことを指摘しました。データの持ち主の情報コント

ロールの権利やデータの公開意欲に関する劉研究員の意見も気になるとコメントしました。 

 

 

■コメント 

 西貝吉晃（千葉大学准教授） 

西貝吉晃准教授（千葉大学大学院社会科学研究院）は、劉研究員の報告に対して、法解釈の

際に根拠を明確にする必要があり、特に有罪認定に保護措置が必要という観点をとる場合、条文の

解釈上、想定する措置を明確にする必要があると述べました。不正アクセスの幅を狭めることは世界

各国の傾向であり、日本の立法に近づいていることを紹介し、最後にサイバー犯罪では試行錯誤が必

要との指摘をしました。 

 

 

 

劉研究員回答 

刑法において罪刑法定の原則を貫徹することは重要だが、絶対に拡張してはならないことではなく、具体的な事情に応じて柔軟的に対応

することもありうる。まだ具体的に掘り下げて考えているわけではいないが、ヒントを与えてくれたことに感謝したい。 

 

●総括・閉会の辞 

■総括・閉会の辞 

 黒沼悦郎（早稲田大学教授） 

黒沼悦郎教授（比較法研究所前幹事・早稲田大学大学院法務研究科）が本日の報告を以下

のように総括しました。 

◆本日のシンポジウムでは、AI や IP、金融法、経済法、刑法等、非常に幅広い分野でレベルの高

い議論ができた。 

◆前回のシンポジウムでは基礎研究を中心に議論を展開したのに対して、今回は現在生じている問

題への対応が議論の中心になった。 

https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2021/11/33cd3570b22f184543e9c9a6a6e154bd.png
https://www.waseda.jp/folaw/icl/assets/uploads/2021/11/3fb7a64a1f7aed1f16562527bc5b8ec2.png
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◆新技術は社会のあらゆる分野に影響をおよんでいる、本日の研究報告は、日中両国に対して非常に有益なものとなるであろう。 

 

■閉会の辞 

 謝増毅（中国社会科学院副所長） 

謝増毅副所長（中国社会科学院法学研究所副所長）は、今回のシンポジウムはコロナ禍の影

響でウェビナーの形をとったが、有益な議論が幅広くできて立法が推進されるであろうと述べました。ま

た、比較法研究所との共同研究は、中国社会科学院の提携活動の中でも一番長く、成果が豊な

ものであると高く評価しました。さらに、コロナ禍にもかかわらず、ウェビナーによりシンポジウムを開催で

きたことは両機構の決意と友情をあらわすものであり、コロナ禍が収束し対面で話し合う日が来ること

を待ち望んでいるとの挨拶がありました。 

 

 

以上をもって、今回の日中共同シンポジウムも盛会のうちに閉会しました。 
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      共同研究プロジェクト                               

 

 比較法研究所では、兼任研究所員と招聘研究員による共同研究プロジェクトを行っています。 

 2021 年度の研究活動は、以下のとおりです。 

 

研究会名（研究課題）／代表者 2021年度の研究活動 

外国民事訴訟法研究 

勅使川原 和彦 

比較法の視点から、ヨーロッパ、米国、アジア諸国の民事手続法の比較

研究を目的とし、研究成果を『比研オンラインフォーラム』、『比研叢書』、

『比研英文年報』等で発表。 

21世紀の憲法・行政法の変動の下での公法学

の展開               江原 勝行 

21世紀の憲法の変動について、主にドイツとの比較の観点から総合的

に研究。研究成果の学内外の雑誌、学会誌等への公刊。 

データベース作成を目的としたフランス法全般の最

新動向の分析           大橋 麻也 

Zoomによる研究会の開催（毎週）。『フランス法律用語辞典〔第3版〕』

（三省堂、2012年）の改訂のための翻訳作業。近年の重要なフラン

スの立法等の研究。研究成果の『比較法学』への公刊 

国際知的財産法・国際取引法の比較法的検討 

種村 佑介 

オンラインによる研究会（５回）および日中韓共同シンポジウムの開

催。 

アメリカ最高裁判所の研究 

宮川 成雄 

オンラインによる研究会（8回）、オンラインによるシンポジウム実施。研

究成果を『比較法学』に公刊。 

英米刑事法研究 

小川 佳樹 

アメリカ合衆国最高裁判所の刑事関係判決の検討。研究成果を『比

較法学』に公刊。 

アジア公法学の比較研究 

岡田 正則 

日中公法学シンポジウムの開催に向けた内容検討会の開催。 

英米少年法研究 

小西 暁和 

研究会のオンライン開催（毎週土曜日）および“Balancing Juvenile 

Justice”の翻訳作業（2015年度からの継続）。 

経済行政法理論の比較法的研究 

岡田 正則 

研究成果の刊行および学内外雑誌に公刊。本共同研究に基づく研究

グループにより採択された科学研究費基盤研究Ｃの研究推進。 

中国裁判事例研究 

楜澤 能生 

研究成果の刊行。中国研究者とのオンラインによる学術交流。 

医事法の総合的研究 

甲斐 克則 

学内外シンポジウムへの参加。研究成果の刊行。 

イギリス最高裁判所研究 

中村 民雄 

オンライン研究会（６回）の開催。研究成果の公刊。 

ＥＵ法最新動向研究 

中村 民雄 

オンライン研究会（６回）の開催。研究成果の公刊。 
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研究会名（研究課題）／代表者 2021年度の研究活動 

北欧法制の研究 

松澤 伸 

研究成果の刊行。 

「持続可能社会」法学 

楜澤 能生 

オンライン研究会（６回）の開催。研究成果を学外学会誌等への公刊。 

人口減少社会における社会法学の総合的研究 

菊池 馨実 

研究報告会（オンライン）の定期開催。 

国際法の分断化の研究 

萬歳 寛之 

オンライン研究会（２回）の開催。文献講読と国際法の分断化に関

する意見交換。 

不法行為法改正に向けた基礎的考察 

大塚 直 

研究会の開催。 

権利救済法システムの比較研究 

松村 和徳 

オンライン研究会（毎月1回）の開催。研究成果の公刊。『比研叢

書』の刊行準備 

環境基本法の改正に向けての問題点の整理およ

び検討               大塚 直 

研究会の開催。 

ＡＩ（人工知能）と法 

黒沼 悦郎 

日中共同シンポジウムに向けたオンライン研究会の開催。 

自由貿易協定及び経済連携協定の発展と日本の

法制度の課題           河野 真理子 

研究者個々による研究実施。 

英連邦諸国の会社法・資本市場法制の比較研究              

                    川島 いづみ 

研究者個々による研究実施。研究成果の刊行。 

日韓関係における法と政治 

                    萬歳 寛之 

オンライン研究会（３回）の開催。 
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      学術交流                                     

 比較法研究所は、中国社会科学院法学研究所、デューク大学ロースクール、メルボルン大学比較法国際法研究所、マックス・

プランク外国・国際刑法研究所、清華大学法学院、韓国法制研究院、ユニバーシティ・カレッジ・ロンドンと箇所間交流協定を結

んでいます。 

 このうち、中国社会科学院法学研究所とは、1993年以来、日本（東京）と中国（北京）で定期的に共同シンポジウムを

開催しており、2019年9月に北京で開催した「新技術と法」に続き、2020年9月には東京で「新技術と法II」を開催予定でした

が、残念ながら、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により2021年度に延期することになりました。 

 そして 2021 年 9 月にオンライン開催となりましたが、「新技術と法 II」を開催することができました。 

 

 

日中比較法シンポジウム 「新技術と法 II」 

 

 開催日：2021 年 9 月 17 日（金） 

 場 所：オンライン（Zoom ウェビナーによる開催） 

 

  司会      午前：岡田正則（早稲田大学比較法研究所所長） 

           午後：大橋麻也（早稲田大学比較法研究所幹事） 

  開幕の辞        岡田正則（早稲田大学比較法研究所所長） 

                莫紀宏（中国社会科学院法学研究所所長） 

  日本側報告（報告順） 

                大木正俊（早稲田大学法学学術院教授） 

                上野達弘（早稲田大学法学学術院教授） 

                久保田隆（早稲田大学法学学術院教授） 

                土田和博（早稲田大学法学学術院教授） 

  中国側報告（報告順） 

                王天玉（中国社会科学院法学研究所副研究員） 

                楊延超（中国社会科学院法学研究所研究員） 

                金善明（中国社会科学院法学研究所副研究員） 

                王威駟（KDDI 総合研究所研究員） 

                劉仁文（中国社会科学院法学研究所研究員） 

  コメンテーター（コメント順） 

                周輝（中国社会科学院法学研究所副研究員） 

                趙磊（中国社会科学院法学研究所研究員） 

                遠藤聡太（早稲田大学法学学術院准教授） 

                西貝吉晃（千葉大学大学院社会科学研究院准教授） 

  閉幕の辞        黒沼悦郎（早稲田大学比較法研究所前幹事） 

                謝増毅（中国社会科学院法学研究所副所長） 
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      研究情報発信                                   

 

 比較法研究所では、様々な研究の成果を紙媒体とオンラインとで発信してい

ます。 

 紙媒体としては、『比較法学』『比較法研究所叢書』『Waseda Bulletin of 

Comparative Law』を定期的に刊行しています。 

 2021年度の刊行実績は、次のとおりです。 

 『比較法学』第 55巻 1 号、2 号、3 号 

 『Waseda Bulletin of Comparative Law』Vol.40 (2020) 

 なお、『比較法研究所叢書』は、第49号『スイス民事訴訟法概論』を発行し

ました。 

 また、オンラインでは、「日本法トピックス（Topics of Japanese Law）」

「比研オンライン・ジャーナル」「比研オンライン・フォーラム」を随時刊行しています。 

 このほか、比較法研究所では国内外の研究者に向けてニューズレターを配信しています（2021年度の配信は 8回）。 

 

  

▲ 比較法研究所 Web サイト トップページ 

 

▲ 出版物・電子ライブラリのメニュー画面 

  

▲ 比較法研究所のニュース画面 ▲ オンライン・フォーラム画面 
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比較法研究所叢書バックナンバー 

 

 [叢書 1] ガッタリッジ／水田義雄（監訳）『比較法』（1964），1200 円 

★ [叢書 2] 葛城照三『イギリス船舶保険契約論』（1962），絶版 

★ [叢書 3] 滝川政次郎『二条陣屋の研究・公事宿の研究』（1962），絶版 

 [叢書 4] ルンプ／有倉・竹内（共訳）『法治国における統治行為』（1964），1000 円 

 [叢書 5] 佐藤立夫『イギリス行政訴訟法の研究』（1968），1500 円 

 [叢書 6] 福島正夫他編『小野梓稿「国憲論網：羅瑪律要」』（1974），4500 円 

★ [叢書 7] 佐藤篤士『LEX XII TABULARUM：12 表法原文・邦訳および解説』（1969），絶版 

★ [叢書 8] 入江啓四郎『開発途上国における国有化』（1974），絶版 

★ [叢書 9] チッレ／直川誠蔵訳『社会主義比較法学』（1979），絶版 

 [叢書 10] ペーテルス／内田一郎編訳『西ドイツ現代刑事訴訟・刑法・行刑論文集』（1980），3600 円 

 [叢書 11] 佐藤立夫『現代ドイツ公法学を築いた碩学たち』（1982），4000 円 

 [叢書 12] 西村幸次郎編訳『中国における法の継承性論争』（1983），3700 円 

 [叢書 13] 黒木三郎『比較法社会学研究』（1984），8500 円 

 [叢書 14] 杉山晴康ほか『刑法審査修正関係諸案』（1984），3000 円 

 [叢書 15] 田山輝明編・監訳『西ドイツの新用益賃貸借法制』（1986），3000 円 

★ [叢書 16] ウィルバー／内田一郎編訳『アメリカ合衆国の連邦最高裁判所：DUE PROCESS OF LAWの保障』（1986）,絶版 

 [叢書 17] 矢頭敏也『英米不法行為判例研究』（1988），4500 円 

 叢書 18] 杉山晴康ほか編『刑法改正審査委員会決議録刑法草案』（1989），3300 円 

 [叢書 19] 土井輝生『Intellectual Property Protection and Management』（1992），10000 円 

 [叢書 20] 矢頭敏也訳編『イギリス法と欧州共同体法』（1992），5000 円 

 [叢書 21] 佐藤篤士『改訂 LEX XII TABULARUM：12 表法原文・邦訳および解説』（1993），5000 円 

★ [叢書 22] エクハルト・シュタイン／浦田賢治ほか訳『ドイツ憲法』（1993），絶版 

 [叢書 23] フォルカー・ヤコビ／田山輝明監訳『知的・精神的障害者とその権利：研修と実務の手引』（1996），3500 円 

 [叢書 24] 土井輝生『INTERNATIONAL BUSINESS TRANSACTIONS: CONTRACT AND DISPUTE RESOLUTION』

（1996），8000 円 

 [叢書 25] 小口彦太編『中国の経済発展と法』（1998），7000 円 

 [叢書 26] 外国民事訴訟法研究会編『ヨーロッパにおける民事訴訟法理論の諸相』（1999），5000 円 

 [叢書 27] ジョン・バロース／浦田賢治監訳『核兵器使用の違法性：国際司法裁判所の勧告的意見』（2001），7500 円 

 [叢書 28] 大須賀明編『国家の法的関与と自由：アジア・オセアニア法制の比較研究』（2001），9800 円 

 [叢書 29] 野村稔・張凌『注解中華人民共和国新刑法』（2002），4900 円 

 [叢書 30] 早稲田大学比較法研究所編『比較法研究の新段階－法の継受と移植の理論－』（2003），2900 円 

 

★印の叢書は絶版です。 

★印のない叢書は在庫がございますので、ご希望の方は比較法研究所事務所までお問い合わせください。 

また、表示価格は本体価格で、別途消費税がかかります。 
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 [叢書 31] 浦田賢治『Reflections on Global Constitutionalism』（2005），2500 円 

 [叢書 32] 早稲田大学比較法研究所編『日本法の国際的文脈－西欧・アジアとの連鎖－』（2005），2800 円 

 [叢書 33] 早稲田大学比較法研究所編『日本法のアイデンティティに関する総合的・比較法的研究－源流の法とグローバル

化の法－』（2006），2800 円 

 [叢書 34] 早稲田大学比較法研究所編『比較と歴史のなかの日本法学－比較法学への日本からの発信－』（2008），

4000 円 

 [叢書 35] 松澤伸訳著『デンマーク司法運営法－刑事訴訟関連規定－』（2008），2500 円 

 [叢書 36] 宮川成雄編著『アメリカ最高裁とレーンキスト・コート』（2009），3200 円 

 [叢書 37] 早稲田大学比較法研究所編 『比較法と法律学-新世紀を展望して』(2010)，3600 円 

 [叢書 38] ハンス＝ヨアヒム・コッホ編／岡田正則監訳『ドイツ環境法』(2012)，4400 円 

 [叢書 39] ウルリッヒ・ズィーバー著／甲斐克則・田口守一監訳 『21 世紀刑法学への挑戦―グローバル化情報社会とリスク

社会の中で―』(2012)，4500 円 

 [叢書 40] 木棚照一編著 『知的財産の国際私法原則研究―東アジアからの日韓共同提案―』(2012)，4000 円 

 [叢書 41] 早稲田大学比較法研究所編『日本法の中の外国法—基本法の比較法的考察—』(2014)，2778 円 

 [叢書 42] 吉田克己＝マチルド・ブトネ編『環境と契約―日仏の視線の交錯』（2014），2778 円 

 [叢書 43] 楜澤能生編『持続可能社会への転換と法・法律学』(2016)，3704 円 

 [叢書 44] デボラ・ローディ著／石田京子訳『プロボノ活動の原則と実務―公共奉仕と専門職―』(2017)，3056 円 

 [叢書 45] 中村民雄編『民事法の解釈適用と憲法原則―中国民法編纂に向けた日中比較―』(2017)，2315 円 

 [叢書 46] 浅古弘監訳／Darryl E. Flaherty 著『近代法の形成と実践―19 世紀日本における在野法曹の世界―』

(2019)，3928 円 

 [叢書 47] ジェームズ R シルケナート、ジェームズ E ヒッキーJr、ピーター D バレンボイム 編著 

岡田正則、紙野健二、高橋明男 編訳『法の支配と法治主義』(2020)，6680 円 

 [叢書 48] 中村民雄編『持続可能な世界への法－Law and Sustainability の推進』（2020），3909 円 

 [叢書 49] 松村 和徳、吉田 純平著『スイス民事訴訟法概論』（2022），4,999 円 

 

★印の叢書は絶版です。 

★印のない叢書は在庫がございますので、ご希望の方は比較法研究所事務所までお問い合わせください。 

また、表示価格は本体価格で、別途消費税がかかります。 
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      シンポジウム・講演会                               

 

 比較法研究所では、シンポジウム・公開講演会等を通して、その研究成果を研究者だけでなく、広く学生、社会人にも向けて発信す

るとともに、学内外との交流を図っています。また、その内容も、法学の各分野を深く掘り下げるものに加えて、法学以外の専門家も参

加する学際的なものも少なからずあり、現代社会が抱えるさまざまな問題と多角的に向き合っています。 

 2021年度も、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため公開講演会を実施することができませんでしたが、オンラインによる

国際シンポジウムおよびセミナーを実施することができました。また、2021年度から新たな取り組みとして「スタディーセミナー」を実施する

こととしました。ここでは、比較法研究所が2021年度に開催したシンポジウム（全9回）とスタディーセミナー（３回）の延べ参加者数

（404人、91人の学生を含む）を掲載します*。2022年度も新型コロナウイルス感染症の影響は続いていくと思われますが、オンライ

ンを中心としながらも、感染防止策をとった上で対面のシンポジウムや研究会等を再開していきたいと考えています。 

*：シンポジウム参加者数の統計は、2021年度に開催したシンポジウムの中で、参加者数を把握できたもののみを集計しています。このため、実際の

参加者数はこの数字よりもさらに多いと推定されます。 
 

 
 

 

  

社会人・教職員

313人

（77.5%）

学生

91人

（22.5%）

2021年度 シンポジウム・スタディーセミナー参加者

参加者延べ数：404人

社会人・教職員

269人

（43.2%）
学生

354人（56.8%）

2019年度 講演会参加者

参加者延べ数：623人

 

2020・2021 年度は講演会を

実施できなかったため、参

考として 2019年度のデータ

を掲載します 
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（１）国際シンポジウム等（９回） 

 

2021年 

9 月 

 

9 月 17 日 

日中共同シンポジウム 2021「新技術と法Ⅱ」 

主 催  早稲田大学比較法研究所、中国社会科学院法学研究所 

共 催  早稲田大学 先端技術の法・倫理研究所 

  日本側報告（報告順） 

      大木正俊（早稲田大学法学学術院教授） 

      上野達弘（早稲田大学法学学術院教授） 

      久保田隆（早稲田大学法学学術院教授） 

      土田和博（早稲田大学法学学術院教授） 

  中国側報告（報告順） 

      王天玉（中国社会科学院法学研究所副研究員） 

      楊延超（中国社会科学院法学研究所研究員） 

      金善明（中国社会科学院法学研究所副研究員） 

      王威駟（KDDI 総合研究所研究員） 

      劉仁文（中国社会科学院法学研究所研究員） 

  コメンテーター（コメント順） 

      周輝（中国社会科学院法学研究所副研究員） 

      趙磊（中国社会科学院法学研究所研究員） 

      遠藤聡太（早稲田大学法学学術院准教授） 

      西貝吉晃（千葉大学大学院社会科学研究院准教授） 

※参加者数 70 名 

9 月 18 日 

日中韓共同シンポジウム「国際私法と財産」 

主 催  国際知的財産法・国際取引法の比較法的検討研究会（比研共同研究） 

共 催  韓国次世代コンテンツ財産学会、早稲田大学法学部、早稲田大学比較法研究所 

報告者  千 昶民（韓国・ソウル科学技術大学教授） 

伊藤 敬也（青山学院大学准教授） 

李 圭鎬（韓国・中央大学教授） 

金 彦叔（文京学院大学教授） 

李 Jieqiong （中国・中山大学副教授） 

種村 佑介（早稲田大学准教授） 

片岡 朋行（弁護士） 

企画責任者  種村 佑介（研究所員、早稲田大学法学学術院准教授） 

※参加者数 ４８名(含 学生９名) 

2021年 

10月 

 

10 月 30 日 

第２回中日私法シンポジウム――新型コロナ下の法律問題研究シンポジウム 

主 催  華東政法大学衛生法治研究センター 

共 催  復旦大学法学院、日中私法研究会、早稲田大学比較法研究所 

報告者  石田 瞳   （高岡法科大学准教授） 

       劉 士国  （復旦大学法学院教授） 

       高畑 英一郎（日本大学教授） 

       満 洪傑  （華東政法大学教授） 

コメンテーター  

       山口 斉昭（早稲田大学法学学術院教授） 

       于 憲会  （西南政法大学講師） 

       練 育強  （華東政法大学教授） 

       王 康   （上海政法学院教授） 

       松嶋 隆弘（日本大学法学部教授） 

       楊 官鵬  （華東政法大学研究員） 

       林 彦   （上海交通大学法学院教授） 

       宋 華琳 （南開大学法学院教授） 

企画責任者  山口 斉昭（研究所員、早稲田大学法学学術院教授） 

※参加者数 20 名(含 学生 4 名)日本側参加者 
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2021年 

1 1 月 

 

11 月 15 日 

環境研究総合推進費「世界環境憲章と国際・国内の環境規範のあり方に関する研究」に係るシンポジウム 

主 催  早稲田大学比較法研究所 

講演者  劉 明全（東南大学准教授） 

パネリスト 森本 英香 （早稲田大学法学学術院教授(任期付)） 

       大塚 直  （早稲田大学法学学術院教授） 

       劉 明全  （東南大学准教授） 

企画責任者  大塚 直  （研究所員、早稲田大学法学学術院教授） 

※参加者数 ３５名(含 学生１０名) 

2021年 

12月 

 

12 月 11 日 

EU 法秩序への挑戦：ポーランド憲法裁判所２０２１年１０月７日判決 

主 催  早稲田大学比較法研究所 

報告者  小森田 秋夫 （神奈川大学特別招聘教授） 

      須網 隆夫  （研究所員、早稲田大学法学学術院教授） 

      江原 勝行  （研究所員、早稲田大学法学学術院教授） 

      中村 民雄  （研究所員、早稲田大学法学学術院教授）他 

企画責任者  中村 民雄（研究所員、早稲田大学法学学術院教授） 

※参加者数 ６６名（含 学生５名） 

12 月 20 日 

環境研究総合推進費ワークショップ「環境法原則の意義と法システム――予防原則を中心に」 

主 催  早稲田大学比較法研究所 

講演者  Prof. Eloise Scotford 

      （Professor of Environmental Law, UCL Faculty of Laws, University College London） 

      増沢 陽子（名古屋大学大学院環境学研究科准教授） 

 パネリスト Prof. Eloise Scotford 

       増沢 陽子 

       高村 ゆかり（東京大学未来ビジョン研究センター教授）他 

企画責任者  大塚 直  （研究所員、早稲田大学法学学術院教授） 

2022年 

1月 

 

1 月 8 日 

環境研究総合推進費「世界環境憲章と国際・国内の環境規範のあり方に関する研究」に係る国民対話シンポジウム 

報告者  大塚 直   （早稲田大学法学学術院教授） 

       高村 ゆかり （東京大学未来ビジョン研究センター教授） 

       松本 和彦 （大阪大学大学院高等司法研究科教授） 

       増沢 陽子 （名古屋大学大学院環境学研究科准教授） 

       赤渕 芳宏 （名古屋大学大学院環境学研究科准教授） 

コメント  森下 哲   （いであ株式会社 取締役副社長 環境測定事業担当 兼 環境創造研究所長 

                 茨城大学客員教授） 

       黒部 一隆 （環境省大臣官房総合政策課総括補佐(政策企画官)） 

       関 正雄   （損害保険ジャパン株式会社 サステナビリティ推進部 シニア アドバイザー） 

       橘高 真佐美（オーフスネット事務局長・弁護士） 

企画責任者  大塚 直（研究所員、早稲田大学法学学術院教授） 

2022年 

2月 

 

2 月 17 日 

環境研究総合推進費「世界環境憲章と国際・国内の環境規範のあり方に関する研究」に係る国民対話シンポジウム 

報告者  大塚 直   （早稲田大学法学学術院教授） 

       大久保 規子（大阪大学大学院法学研究科教授） 

       児矢野 マリ （北海道大学大学院法学研究科教授） 

       桑原 勇進 （上智大学法学部地球環境法学科教授） 

       鶴田 順   （明治学院大学法学部准教授） 

コメンテーター 

       竹ケ原 啓介（日本政策投資銀行設備投資研究所エグゼクティブフェロー、 

                 副所長兼金融経済研究センター長） 

       中原 裕幸 （神戸大学大学院海事科学研究科附属国際海事研究センター客員教授、 

                 横浜国立大学大学院教育強化推進センター講師、神奈川大学海とみなと研究所 

                 上席研究員） 

企画責任者  大塚 直（研究所員、早稲田大学法学学術院教授） 
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2022年 

3 月 

 

3 月 26 日 

シンポジウム「アメリカ最高裁とロバーツ・コート」 

主 催  早稲田大学比較法研究所アメリカ最高裁研究会、 

      同志社大学アメリカ研究所第２部門研究会、アメリカ法判例研究会 

共 催  早稲田大学比較法研究所、同志社大学アメリカ研究所 

報告者  小竹 聡  （拓殖大学教授） 

       松本 哲治（同志社大学教授） 

       原口 佳誠（関東学院大学准教授・早稲田大学比較法研究所招聘研究員） 

       檜垣 伸次（同志社大学准教授） 

       御幸 聖樹（同志社大学教授） 

       宮川 成雄（早稲田大学法学学術院教授） 

総合司会  秋葉丈志（早稲田大学国際学術院准教授・比較法研究所兼任研究所員） 

企画責任者  宮川成雄（研究所員、早稲田大学法学学術院教授） 

※参加者数 ６５名（含 学生１０名） 

 

（２）スタディーセミナー（３回） 

2021 年 

7 月 

7 月 8 日 【2021 年度第１回】  

「家族と法はどこへいくのか」 

講 師  松田 和樹 （早稲田大学比較法研究所助手） 

コメンテーター  郭 舜 （研究所員、早稲田大学法学学術院教授） 

※参加者数 44 名（含 学生 21 名） 

10 月 10 月 27 日【2021 年度第２回】 

講演１ 「With コロナ時代の著作権」 

講 師  周 洪騫 （早稲田大学比較法研究所助手） 

講演２ 「競争法の私的執行」 

講 師  魯 潔  （早稲田大学比較法研究所助手） 

※参加者数 20 名（含 学生５名） 

12 月 12 月９日【2021 年度第３回】 

「危機管理法の大国ロシア：コロナ問題を通して思ったこと」 

講 師  渋谷 謙次郎（早稲田大学法学学術院教授）  

聞き手  三井奈津枝さん（早稲田大学大学院法学研究科研究生） 

      バシューツカヤ エレーナさん（早稲田大学法学部生） 

※参加者数 36 名（含 学生 27 名） 

 

 

 

※2021 年度について、公開講演会・学際的イベント・テーマセミナーは、いずれも新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止の観点か

ら、開催を見送りました。 
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      学際連携                                  

学生還元企画の実施 

 比較法研究所では、法律学以外の学問分野との学術的な交流の推進、法学部・大学院法学研究科・大学院法務研究科との連

携、および学内の他の附属設置研究所や外部機関との連携の強化に取り組んでいますが、それに加え 2021 年度より、本学の学生

（学部生・大学院生を含む）を主な対象として、外国の法文化に対する理解を広めることを目的とした「比較法研究所スタディセミナ

ー」を開催することしました。 

このセミナーは、比較法研究所の研究成果を学生に還元することを目的としており、これまで比較法研究所が開催してきた公開講演

会や公開セミナーのように研究者を対象とした専門的なものではなく、外国法に関する知見を、様々な角度からわかりやすい内容で学

生に伝えることを目的としています。 

 具体的には、国外留学・出張など国外活動の体験談も交えた外国法文化の解説等により、国外留学や大学院進学の検討・準備

の参考になるような内容について、年２～３回程度の開催を予定しています。 

 

ここでは、2021 年度第３回スタディーセミナーの開催報告を掲載します。 

（比較法研究所ウェブサイトより） 

 

【開催報告】2021年度第３回比研スタディセミナーが開催されました 

 

日 時： ２０２１年１２月９日(木) １６：３０～１８：００ 

場 所： オンラインによる開催 

講 師： 渋谷謙次郎教授（早稲田大学法学学術院） 

参加者： ３６名（うち学生２７名） 

 

2021 年 12 月 9 日、第 3 回比研スタディセミナーが開催されました。講師は渋谷謙次郎・早稲田大学法学学術院教授、セミナータイトルは「危機

管理法の大国ロシア：コロナ・改憲・パターナル国家」でした。渋谷教授の講義の後、質疑応答がなされました。 

 

2020 年、新型コロナウイルスが世界中で広まっていったことをきっかけとし、国家的緊急事態の際に移動の自由や営業の自由などを特別に規制する

法、つまり危機管理法のあり方について注目が集まっています。日本においても、移動や営業の「自粛要請」や新型インフルエンザ特措法の改正、緊

急事態条項を憲法に盛り込む改憲案の是非など、ウイルス蔓延防止にまつわる危機管理の在り方が論争されています。この際、米国や西欧諸国の

ようなリベラルな立憲民主政国家においてウイルスの封じ込めが困難を極めたのに対し、中国のような権威主義体制国家がその封じ込めに比較的容

易に成功したように見えたことから、民主政国家よりも権威主義国家の方が、危機の管理・統治において優れたパフォーマンスを発揮するのではないか

という主張が見られました。また、法的強制力を持たない「自粛要請」に重点を置いた日本の感染拡大防止策は人々の行動変容を実際にもたらすと

いう目的を達成する上では不十分な措置であると考える人々は、中国の危機管理のあり方を参考にすべきであるとも議論していました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の講師の渋谷教授は、日本のメディア上で見られた上のような主張に疑問を呈するところから報告を始められました。というのは、権威主義体制と

言ってもほとんど差し支えないような国家であるロシアにおいては、日本に比べてかなり強権的な措置をとっているにもかかわらず、感染拡大防止にそれ

ほど成功していないように見えるからです。ロシアのプーチン政権はコロナ対策として、医療・薬品・生活必需品の販売に従事する従業員などを除く

人々に有給の「非労働日」を命じる大統領令や、交通機関を用いる移動には許可証を必要とする措置のような、営業の自由・移動の自由を制限す

る強制的措置を採用してきました。また、ロシアの現行憲法は 1993 年の制定当初から、大統領による戒厳令や非常事態に関する規定を含み込ん

でおり、「非常事態省」が存在してきました。ロシアでは憲法上の規定によって、非常事態の際には一定の範囲での権利制限が可能とされています。そ
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してこの憲法体制の下で、公衆衛生・感染対策法（99年3月制定）、非常事態法（01年3月制定）、過激行為対策法（02年7月制定）

などが整備されてきました。プーチン政権は、コロナ禍をきっかけとして、危機対応のための更なる法整備をも進めてきています。 

 

プーチン大統領の支持率はコロナ禍をきっかけに若干低下したと見る向きもありますが、その後の支持率は持ち直しています。注目に値するのは、プー

チン政権は、政権に対する抗議の集会やデモの様子を市民から隠すのではなく「見せる」ことを通じて、自身の求心力を維持しようとしているように見え

る点です。ソ連解体後の「無秩序」がトラウマとなっているロシアの市民に、コロナ禍にもかかわらず集会し政府に抗議する人々の様子を見せることで、

彼らを「過激団体」「暴徒」としてイメージさせようとしているようです。そして、「危機管理の大統領」としてプーチンを見せようとしていると理解できるかもし

れません。 

 

プーチンがコロナ禍に乗じて政権に抗議する人々を抑え込もうとしたり、自身の権力基盤を強化したりしている点も、注目に値します。プーチン政権は、

感染者数の増加を理由として戦勝 75 年式典と憲法改正の「全ロシア投票」とを一旦延期していましたが、感染者数が減少に転じたらすぐさま、

2020 年 6 月 24 日に戦勝記念式典を実施し、その翌日から期日前投票が始まる形で「全ロシア投票」を実施することとしました。ここには、戦勝記

念式典を通じて愛国心と政権の求心力を高め、プーチンの 2024 年大統領選への立候補を可能にする規定を含む改憲を成立させようという思惑が

ありました。また 2021 年 6 月、モスクワ市裁判所が、反プーチン派の急先鋒・ナヴァリヌイに関連する非営利組織「反汚職基金」、「市民の権利擁護

基金」などを「過激団体」として認定した件も注目されるべきです。 

 

さて、ロシアは間違いなく「危機管理法の大国」であり、コロナ禍において人々の自由を制限する法を整備しています。こうした強い措置をとりながらも感

染者が多いという特徴があります。権威主義体制国家の方が民主政国家よりも新型コロナウイルスの封じ込めに成功するという一般の言説は、再考

されるべきかもしれません。これとともに、「危機管理」に乗じて政権を強化しようとするプーチンの行動について、注視していく必要があるでしょう。 

 

さて、渋谷教授による以上のような講義の後、質疑応答がなされました。質疑応答では、プーチンがこれほどまで長い間政権を維持してきた理由はどこ

にあるのか、2020 年のプーチン政権の支持率低下は上のようなコロナ対応とどのような関係があるのか、ロシアにおけるワクチン接種率の低さと反プー

チン感情の高まりはどのように関係しているのか、ロシアと日本における法ニヒリズムと法フェティシズムの類似性と相違に関する問題などが議論されまし

た。 
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       運営体制（2021年 9月 21日現在）                               

 

所長 幹事 

岡田 正則（法学学術院教授） 大橋 麻也（法学学術院教授） 

 

 

管理委員 

  

青木 則幸 岩原 紳作 上野 達弘 江原 勝行 遠藤 聡太 

大木 正俊 大塚  直  尾形 祥 尾崎 安央 郭 舜 

河野 真理子 黒沼 悦郎 棚橋 洋平 種村 佑介 田山 聡美 

中島 徹 箱井 崇史 橋本 有生 長谷部 恭男 萬歳 寛之 

稗田 雅洋 人見 剛 福島 洋尚 古谷 修一 文 元春 

松澤 伸 松原 芳博 松村 和徳 宮川 成雄 山野目 章夫 

若林 泰伸 和仁 かや    

（五十音順） 
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      構成員（2021年 11月 1日現在）                            

 

 兼任研究所員 

※所属、氏名、専門の順に記載 

（憲法・行政法） （商法）   

法学学術院 愛敬 浩二 憲法 法学学術院 岩原 紳作 商法 

法学学術院 江原 勝行 憲法 法学学術院 大塚 英明 商法 

教育・総合科学学術院 遠藤 美奈 憲法 法学学術院 尾形 祥 会社法 

法学学術院 岡田 正則 行政法 法学学術院 尾崎 安央 商法 

法学学術院 金澤  孝 憲法 社会科学総合学術院 川島 いづみ 商法 

政治経済学術院 川岸 令和 憲法 法学学術院 姜 恩英 商法 

社会科学総合学術院 黒川 哲志 行政法、環境法 法学学術院 黒沼 悦郎 商法 

法学学術院 田村 達久 行政法 商学学術院 柴崎  暁 商法 

社会科学総合学術院 塚林 美弥子 憲法 法学学術院 鳥山 恭一 商法 

法学学術院 中島  徹 憲法 商学学術院 中村 信男 商法 

法学学術院 長谷部 恭男 憲法 法学学術院 箱井 崇史 商法 

法学学術院 人見  剛 行政法 法学学術院 福島 洋尚 商法・会社法 

法学学術院 水島 朝穂 憲法 法学学術院 若林 泰伸 商法 

法学学術院 水野 泰孝 行政法 商学学術院 和田 宗久 会社法 

法学学術院 渡辺 徹也 租税法    

   （刑事法） 

（民法） 法学学術院 遠藤 聡太 刑法 

法学学術院 青木 則幸 民法 法学学術院 大関 龍一 刑事法 

法学学術院 秋山 靖浩 民法 法学学術院 小川 佳樹 刑事訴訟法 

法学学術院 磯村  保 民法 法学学術院 甲斐 克則 刑法 

法学学術院 大澤 慎太郎 民法 法学学術院 北川 佳世子 刑法 

法学学術院 大場 浩之 民法 法学学術院 小池 直希 刑事法 

法学学術院 鎌野 邦樹 民法 法学学術院 小西 暁和 刑事政策 

教育・総合科学学術院 北山 雅昭 民法 法学学術院 酒巻 匡 刑事訴訟法 

法学学術院 小島 庸輔 民法 法学学術院 杉本 一敏 刑法 

法学学術院 後藤 巻則 民法 法学学術院 高橋 則夫 刑法 

法学学術院 三枝 健治 民法 法学学術院 田山 聡美 刑法 

法学学術院 白石  大 民法 法学学術院 寺崎 嘉博 刑事訴訟法 

法学学術院 棚村 政行 民法 社会科学総合学術院 仲道 祐樹 刑法 

法学学術院 中田 裕康 民法 法学学術院 稗田 雅洋 刑事訴訟法 

法学学術院 橋本 有生 民法 法学学術院 松澤  伸 刑法 

法学学術院 山口 斉昭 民法、医事法 法学学術院 松原 芳博 刑法 

法学学術院 山城 一真 民法    

法学学術院 山野目 章夫 民法 （労働法・社会保障法） 
社会科学総合学術院 吉田 和夫 民法 法学学術院 大木 正俊 労働法 

   法学学術院 菊池 馨実 社会保障法 

   法学学術院 島田 陽一 労働法 

   社会科学総合学術院 鈴木 俊晴 労働法 

   法学学術院 竹内  寿 労働法 

      

      

      

  

https://researchers.waseda.jp/profile/ja.89ca03c6f6d692a43fd0e321626d9b6e.html
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※所属、氏名、専門の順に記載 

（民事手続法） （基礎法）   

法学学術院 内田 義厚 民事訴訟法 国際学術院 秋葉 丈志 基礎法 

法学学術院 加藤 甲斐斗 民事訴訟法 法学学術院 石田 京子 法社会学・法曹倫理 

法学学術院 菅原 郁夫 民事訴訟法 法学学術院 大橋 麻也 フランス法 

法学学術院 高田 昌宏 民事訴訟法 法学学術院 郭 舜 法哲学 

法学学術院 棚橋 洋平 民事訴訟法 法学学術院 楜澤 能生 法社会学・農業法 

法学学術院 勅使川原 和彦 民事訴訟法 法学学術院 渋谷 謙次郎 基礎法 

法学学術院 本間 靖規 民事手続法 法学学術院 中村 民雄 英米法 

法学学術院 松村 和德 民事訴訟法 法学学術院 原田 俊彦 ローマ法 

法学学術院 山本  研 民事手続法 法学学術院 文 元春 中国法 

   法学学術院 宮川 成雄 英米法 

（国際関係法） 社会科学総合学術院 横野 恵 医事法、生命倫理 

法学学術院 河野 真理子 国際法 法学学術院 和田 仁孝 法社会学、紛争処理法 

法学学術院 久保田 隆 国際金融法 法学学術院 和仁 かや 法制史 

法学学術院 クラクストン ジェームス 国際関係法    

法学学術院 清水 章雄 国際法 （先端・展開） 

法学学術院 須網 隆夫 ＥＵ法 法学学術院 石巻 実穂 環境法 
法学学術院 種村 佑介 国際私法 法学学術院 上野 達弘 知的財産法 

法学学術院 道垣内 正人 国際私法 法学学術院 大塚  直 民法・環境法 

法学学術院 萬歳 寛之 国際法 法学学術院 岡田 外司博 経済法 

法学学術院 古谷 修一 国際法 法学学術院 グローワー カラペト ホベルト 知的財産権法 

   法学学術院 高林  龍 知的所有権 

（実務系）   法学学術院 土田 和博 経済法 

法学学術院 吉田 秀康 刑事訴訟法 法学学術院 森本 英香 環境法 

   法学学術院 ﾗｰﾃﾞﾏｯﾊ ｸﾘｽﾄﾌ 知的財産権法 

      

   （その他）   

   政治経済学術院 仲内 英三 西洋政治史 
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 招聘研究員 

 

外国民事訴訟法研究  

立教大学大学院法務研究科 安達 栄司 

大東文化大学法学部 宇都宮 遼平 

立命館大学法学部 川中 啓由 

福島大学行政政策学類法学系 金 炳学 

明治学院大学法学部 近藤 隆司 

東洋大学法科大学院 坂本 恵三 

法政大学法学部教授 杉本 和士 

流通経済大学法学部 田㞍 泰之 

愛知大学法科大学院 中本 香織 

明治大学法科大学院 中山 幸二 

大阪市立大学社会科学系研究院創造都市研究科 久末 弥生 

名城大学法学部 柳沢 雄二 

21世紀憲法変動の下での公法学の規範力  

立正大学法学部・大学院法学研究科 李 斗領 

奈良教育大学教育学部 奥田 喜道 

富山国際大学子ども育成学部 彼谷 環 

南山大学 河合 正雄 

名古屋大学大学院法学研究科 斎藤 一久 

福岡大学法学部 實原 隆志 

東京大学大学院総合文化研究科 ジロドウ イザベル 

九州大学法学研究院 高橋 雅人 

一橋大学大学院法学研究科 但見 亮 

岩手県立大学総合政策学部 千國 亮介 

神奈川大学大学院法務研究科 根森 健 

大東文化大学法学部教授 藤井 康博 

駒澤大学法学部 三宅 雄彦 

大東文化大学法学部 望月 穂貴 

杏林大学総合政策学部 劉 迪 

データベース作成を目的としたフランス法全般の最新動向の分析 

聖学院大学政治経済学部 石川 裕一郎 

亜細亜大学法学部法律学科 小倉 健裕 

宮崎産業経営大学法学部 古賀 修平 

大分大学経済学部 小山 敬晴 

白鷗大学法学部 白石 智則 

立正大学法学部 馬場 里美 

亜細亜大学法学部 春山 習 

筑波大学ビジネス科学研究科 日野 辰哉 

国際知的財産法・国際取引法の比較法的検討  

青山学院大学法学部 伊藤 敬也 

文京学院大学外国語学部 金 彦叔 

寿城大学 金 知萬 

青山学院大学大学院法務研究科 浜辺 陽一郎 

 

  



25 

 

 

アメリカ最高裁判所の研究  

関東学院大学法学部 原口 佳誠 

ブリティッシュ・コロンビア大学法学部 松井 茂記 

関東学院大学法学部 吉田 仁美 

成蹊大学法学部 湯原 心一 

英米刑事法研究  

福岡大学法学部 芥川 正洋 

明治大学法学部 内田 幸隆 

國學院大學法学部 大塚 雄祐 

島根大学法文学部 大庭 沙織 

専修大学大学院法務研究科 加藤 克佳 

名古屋大学大学院法学研究科 小島 淳 

同志社大学大学院司法研究科 洲見 光男 

名城大学法学部 滝谷 英幸 

岡山大学大学院社会文化科学研究科 原田 和往 

東洋大学法学部 松田 正照 

筑波大学ビジネスサイエンス系 渡邊 卓也 

アジア公法学の比較研究  

奈良教育大学教育学部 奥田 喜道 

華東政法大学法律学院 江 利紅 

東京大学大学院法学政治学研究科 宍戸 常寿 

名古屋経済大学法学部 水島 玲央 

中国政法大学比較法学研究院 牟 憲魁 

熊本学園大学社会福祉学部 森口 千弘 

英米少年法研究  

国士舘大学法学部 宍倉 悠太 

国士舘大学法学部 辰野 文理 

国士舘大学法学部 吉開 多一 

経済行政法理論の比較法的研究  

南京財経大学法学院 王 樹良 

金沢大学人間社会研究域法学系 長内 祐樹 

愛媛大学法文学部 権 奇法 

一橋大学大学院法学研究科 下山 憲治 

愛知学院大学法学部 杉原 丈史 

駒澤大学法科大学院 趙 元済 

東洋大学法科大学院 寺 洋平 

日本大学法学部 友岡 史仁 

名古屋学院大学法学部 坂東 洋行 

金沢大学人間社会研究域法学系 平川 英子 

青山学院大学法学部 府川 繭子 

大東文化大学法学部 森 稔樹 

平成国際大学法学部 山田 真一郎 

桃山学院大学経営学部・大学院経営学研究科 山本 順一 

華東政法大学 楊 官鵬 
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中国裁判事例研究  

亜細亜大学法学部 夏 雨 

新潟大学法学部 國谷 知史 

北陸大学経済経営学部 胡 光輝 

東日本国際大学経済経営学部 孔 暁鑫 

武漢大学法学院 熊 琦 

台湾亜洲大学 宋 名晰 

一橋大学大学院法学研究科 伹見 亮 

拓殖大学政経学部 長 友昭 

香港中文大学法学院 ツァン キンフォン 

中国政法大学 趙 一単 

広州大学 聞 志強 

愛知大学大学院法務研究科 松井 直之 

早稲田大学国際教養学部 御手洗 大輔 

中国社会科学院法学研究所 呂 艶濱 

医事法の総合的研究  

香川大学法学部 天田 悠 

国立がん研究センター社会と健康研究センター 一家 綱邦 

九州大学病院 ARO 次世代医療センター 河原 直人 

北海学園大学法学部 千葉 華月 

芝浦工業大学工学部 本田 まり 

東洋大学法学部 武藤 眞朗 

EU法最新動向研究  

日本証券経済研究所 石川 真衣 

亜細亜大学法学部 上田 廣美 

獨協大学法学部 大藤 紀子 

専修大学法学部 小場瀬 琢磨 

弁護士 黒岩 容子 

大阪大学大学院国際公共政策研究科 西連寺 隆行 

桜美林大学大学院国際学研究科 佐藤 以久子 

東洋大学法学部 多田 英明 

京都大学法科大学院 中西 康 

学習院大学法学部 橋本 陽子 

イギリス最高裁研究  

東京大学大学院法学政治学研究科 浅香 吉幹 

東北大学法科大学院 北島 周作 

帝塚山大学法学部 佐野 隆 

専修大学法学部 高橋 脩一 

東京大学大学院法学政治学研究科 溜箭 将之 

常葉大学法学部 和田 武士 

 

  



27 

 

 

北欧法制の研究  

法政大学人間環境学部 今井 康介 

中央学院大学法学部 木崎 峻輔 

愛媛大学法文学部 田川 靖紘 

愛媛大学法文学部 松本 圭史 

埼玉工業大学人間社会科学部 李 艶紅 

「持続可能社会」法学  

専修大学法学部 飯 考行 

松蔭大学 上地 一郎 

高知大学教育研究部人文社会科学系 緒方 賢一 

常葉大学法学部 小川 祐之 

株式会社農林中金総合研究所 亀岡 鉱平 

中部大学経営情報学部 久米 一世 

独立行政法人国際協力機構 桑原 尚子 

名古屋大学法学研究科 新地 真之 

富山大学人間発達科学部 高橋 満彦 

人口減少社会における社会法学の総合的研究  

四天王寺大学 浅野 公貴 

宮崎産業経営大学法学部 古賀 修平 

大分大学 小山 敬晴 

華東政法大学 鄒 庭雲 

東京経済大学 常森 裕介 

独立行政法人労働政策研究・研修機構 内藤 忍 

北星学園大学社会福祉学部 林 健太郎 

青山学院大学 細川 良 

国際法の分断化の研究  

駿河台大学 小中 さつき 

北海道大学大学院法学研究科 児矢野 マリ 

学習院女子大学国際文化交流学部 櫻井 大三 

青山学院大学法学部 申 惠丰 

横浜市立大学国際総合科学部 瀬田 真 

愛知学院大学法学部 尋木 真也 

明治学院大学 鶴田 順 

國學院大学法学部 宮内 靖彦 

不法行為法改正に向けた基礎的考察  

東洋大学法学部 大坂 恵里 

東京大学 中原 太郎 

京都大学大学院法学研究科 橋本 佳幸 

中央大学 前田 太朗 

権利救済法システムの比較研究  

嘉悦大学ビジネス創造学 石川 光晴 

日本大学法学部 小田 司 

横浜国立大学大学院国際社会科学研究院 西川 佳代 

名古屋大学大学院法学研究科 村上 正子 

日本大学法学部 吉田 純平 
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環境基本法の改正に向けての問題点の整理および検討 

名古屋大学大学院環境学研究科 赤渕 芳宏 

横浜国立大学大学院環境情報研究院 及川 敬貴 

大妻女子大学社会情報学部 木村 ひとみ 

上智大学法学部 桑原 勇進 

都留文科大学教養学部地域社会学科 小島 恵 

神戸大学法学部 島村 健 

明治学院大学法学部 鶴田 順 

国際農林業協働協会 藤岡 典夫 

朝日大学 二見 絵里子 

AI（人工知能）と法  

ＫＤＤＩ総合研究所 王 威駟 

自由貿易協定及び経済連携協定の発展と日本の法制度の課題 

埼玉工業大学人文社会学部 秋山 公平 

英連邦諸国の会社法・資本市場法制の比較研究  

久留米大学法学部 本間 美奈子 

名古屋学院大学法学部 坂東 洋行 

駿河台大学法学部 菊田 秀雄 

中央大学法科大学院 尾関 幸美 

青山学院大学大学院会計ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾝ研究科 重田 麻紀子 

愛知学院大学法学部 黒野 葉子 

中央学院大学商学部 林 孝宗 

埼玉工業大学人間システム学部 李 艶紅 

日韓関係における法と政治  

神戸大学法学研究科 玉田 大 

神戸大学法学研究科 大西 裕 

神戸大学法学研究科 小野 博司 

関西大学政策創造学部 権 南希 

日本学術振興会 金 恩貞 

 

 助手 

周 洪騫  

松田 和樹  

魯 潔  
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